
クイズで磨く！
経済・
マネーセンス

Q 1

クイズで磨く！
経済・
マネーセンス

お金の基本から話題
になっているトピッ
クスまで、クイズで
経済知識とマネーセ
ンスを磨きましょう。

なるほど！
マネープラン

今回のテーマは、
「『 積 立 運 用』の 効
果をさらに高める運
用方法」です。

ライフイベント
などに
かかるお金

お金にまつわるデー
タを紹介します。今
回は、「医療費」です。

生活必需品である食品や医薬品、社会インフラである
電力・ガス、鉄道など、景気動向に業績が左右され
にくい銘柄のことを何というでしょうか？

Q1
答え C ▲

ディフェンシブ銘柄とは、
生活必需品である食品
や医薬品、社会インフラ
である電力・ガス、鉄道
など、景気動向に業績
が左右されにくい銘柄を
指します。収益の成長
性はそれほど高くない傾
向がありますが、安定し
た業績が見込めるため、
景気後退局面でパフォ 
ーマンスが良くなる傾向
があります。

A アグレッシブ銘柄　　B  景気敏感銘柄　　 C  ディフェンシブ銘柄

Q2
答え C ▲

観光先進国実現に向けた観光
基盤の拡充・強化を図るための
恒久的な財源を確保するため
に、「国際観光旅客税」が創設
されました。「国際観光旅客税」
は、原則として、船舶または航
空会社（特別徴収義務者）が、
チケット代金に上乗せする等の
方法で、日本から出国する旅客

（国際観光旅客等）から徴収（出
国１回につき１，０００円）し、こ
れを国に納付するものです。

（出典：国税庁ウェブサイト「国際観
光旅客税について」より引用・加工）

Q 2 「国際観光旅客税」いわゆる出国税※が
２０１９年１月７日以後の出国から適用されました。
この出国税は出国１回につきいくら納税が必要でしょうか？

A  旅行代金の１％　　　 　B  ３, ０００円　　    C  １, ０００円

（出所）国税庁ウェブサイト「国際観光旅客税について」より作成。

■ 国際観光旅客税の概要

※出国税とは、船舶または航空機により日本から出国する旅客から税金を徴収し、これを国に納付するものです。
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マネークイズに挑戦！

運営管理機関限

船舶又は航空機により出国する旅客

● 船舶又は航空機の乗員
● 強制退去者等
● 公用船又は公用機（政府専用機等）により出国する者
● 乗継旅客（入国後２４時間以内に出国する者）
● 外国間を航行中に、天候その他の理由により本邦に緊急着陸等した者
● 本邦から出国したが、天候その他の理由により本邦に帰ってきた者
● ２歳未満の者

（注）本邦に派遣された外交官等の一定の出国については、本税を課さないこととする。

納税義務者

出国１回につき１，０００円税率

非課税等

① 国際旅客運送事業を営む者による特別徴収
   （国際旅客運送事業を営む者の　 運送による出国の場合）
　 ⇨国際旅客運送事業を営む者は、旅客から徴収し、翌々月末までに国に納付
　 （注）国内事業者については税務署、国外事業者については税関に納付
② 旅客による納付（プライベートジェット等による出国の場合）
　 ⇨旅客は、航空機等に搭乗等する時までに国（税関）に納付

徴収・納付

平成３１年１月７日（月）以後の出国に適用（同日前に締結された運送契約によ
る国際旅客運送事業に係る一定の出国を除く）

適用時期



なるほど！
マネープラン 第1 回

　 「積立運用」の効果を
　　　さらに高める運用方法

資産を分散して投資することが大切です

投資対象となる資産の値動きは、
その時々で異なります。1

  投資を行う以上、値動き（価格変動のリスク）から逃
れる方法はありませんが、そのリスクを抑える方法はあ
ります。その方法のひとつが様々な資産に分散して運用
する資産分散投資です。
  下の図は投資の主要な投資対象である国内株式（青
色）、国内債券（水色）、外国株式（オレンジ色）、外国
債券（黄色）の２００９年以降の年間の収益率を高い順
に並べたもの。株式は国内のものも外国のものも大き
く値上がりする年があれば、大きく値下がりする年もあ

り、ブレ幅が大きい一方、国内の債券は、値上がり幅
は小さいけれど値下がりも小幅であるなど、資産によっ
てブレ幅に特性があることが分かります。
　また、これらの収益率の変動幅にはバラツキがある
点にも注目です。各資産の毎年の値動きを正確に予測
することは不可能と言えるでしょう。
  ここで申し上げられるのはただ１つ。どんな資産でも
運用成果を得られる年もあれば、損失を受ける年もある
ということです。

■ 図表 1／各資産別指数の年間収益率※ 1
資産の値動きは、 
種類によって異な
り、その動きを正
確に予測すること
は不可能です。

※１ 国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込）、国
内債券：ＦＴＳＥ日本国債インデックス、
外国株式：ＭＳＣＩコクサイインデックス

（除く日本）（円換算ベース、税引前配当
金込）、外国債券：ＦＴＳＥ世界国債イ
ンデックス（除く日本）
Ｒｅｆｉｎｉｔｉｖ、ＲＩＭＥＳよりフィデリティ投信
作成　期間：２００８年末―２０１８年末

（年次）
（注）データは過去の株価の実績であり、
将来の傾向や収益を保証または示唆す
るものではありません。
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資産の分散には値動きの幅（ブレ）を
抑える効果が期待できます。2

  次に資産分散の効用について見ていきましょう。資産
分散は複数の資産を組み入れることで、値動きのブレを
抑える効果が期待できる運用方法。下の図は、先ほど
と同じ主要な投資対象である 4 資産の収益率に、これ
らの資産に均等に分散して投資をした場合の収益率を
赤で加えたものです。
   4 資産への分散投資の場合、この 10年間で収益率
がプラスになったのが７回に対して、マイナスになった

のは 3 回。２０１３年には歴史的な株高となり、外国
株式、国内株式ともに約５５％近くの上昇となりました。
その他の年については概ね安定した運用結果を得られ
ていたことが分かります。国内外の株式ほど高い収益
は望めないけれど、損失はそれほど大きくなく、国内の
債券よりも値動きは大きいけれど、その分高い収益率
を期待できるというように値動きの幅（ブレ）を抑えるこ
とができるのが資産分散の効用です。

■ 図表 2 ／各資産別指数と分散投資の年間収益率※ 2

過去の実績から、主要４資産に分散投資を行っていれば、
値動きの幅（ブレ）を抑えた投資ができていたことが分かります。
安定した運用成果を得るために、
資産を分散した投資を検討して下さい。

※１ 国内株式：ＴＯＰＩＸ（配当込）、国内債券：ＦＴＳＥ日本国債インデックス、外国株式：ＭＳＣＩコクサイインデックス（除く日本）（円換算ベース、税引前配当金込）、
外国債券：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）、４資産均等配分：各資産クラスに１／４ずつ均等配分した場合
Ｒｅｆｉｎｉｔｉｖ、ＲＩＭＥＳよりフィデリティ投信作成　　期間：２００８年末―２０１８年末（年次）

（注）データは過去の株価の実績であり、将来の傾向や収益を保証または示唆するものではありません。

外国株式
-0.9％

4資産
均等配分
13.4％

4資産
均等配分
2.0％

国内株式
12.1％

外国株式
37.7％

国内株式
7.6％

外国債券
-4.5％

外国債券
7.4％

国内債券
2.4％

国内債券
2.2％

国内債券
1.3％

外国債券
16.4％
4資産
均等配分
13.2％

外国株式
21.4％

国内株式
10.3％

国内債券
4.9％

国内債券
1.1％

国内債券
0.9％

国内株式
1.0％

外国債券
0.2％

外国債券
-4.5％

外国株式
-2.4％

4資産
均等配分
-5.9％

4資産
均等配分
-7.4％

4資産
均等配分
-2.9％

外国株式
-8.9％

国内株式
-16.0％

外国債券
-12.7％

国内株式
-17.0％

外国株式
-10.2％

+

ー

各
年
収
益
率（
％
）

2014 2015 2016 20182009 2010 2011 2012 2013

4資産
均等配分
18.7％

外国株式
31.9％

国内株式
20.9％

外国債券
20.4％

国内債券
1.8％

4資産
均等配分
33.5％

外国株式
54.8％

国内株式
54.4％

外国債券
22.7％

国内債券
2.2％

国内債券
3.7％
4資産
均等配分
1.6％

外国株式
5.4％

国内株式
0.3％

外国債券
-3.0％

2017

4資産
均等配分
11.5％

国内株式
22.2％

外国株式
18.7％

外国債券
4.7％

国内債券
0.2％

料
給



ライフイベント
などに
かかるお金

 ・ 当資料は、信頼できる情報をもとに
フィデリティ投信が作成しております
が、その正確性・完全性について当社
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　豊かな老後を過ごすには何よりも健康が大切です。しかし、一般に年齢を重
ねるに従って医療費もかさみがちになることをご存じでしょうか。グラフは１人当
たりの年間医療費を年齢別に見たもの。公的医療保険の給付額と医療機関の
窓口で支払う自己負担額を合わせた額を示しましたが、年齢とともに医療費が
大きくなる傾向が分かります。
　もちろん、日本の公的医療保険制度の保障は厚く、病気やケガなどで入院
治療や通院治療などを受けた場合にかかった医療費の７割の給付を受けられる

（７０歳未満の人の場合）制度や、同一月における医療機関などでの支払額が
一定額を超えた場合、超えた金額が支給される高額療養費制度（保険適用診
療が対象）などもあります。とはいえ、医療費は公的医療保険によって全て賄え
るわけではなく、自己負担が生じることもマネープランニングを考えるうえで覚え
ておきたいポイントの１つです。

※記載内容は一般的な説明を目的としており、前提条件によって異なることもありますので、実行にあたっては専門家にご相談ください。

医療費

約78 万円

７５歳以上８０歳未満の年間医療費は？

（出典）厚生労働省「平成２８年度 国民医療費の概況」（２０１６年）
（注）公的医療保険の給付額と自己負担額を合わせた額

（出典）厚生労働省「平成２８年度 国民医療費の概況」（２０１６年）
（注）金額は公的医療保険の給付額と自己負担額を合わせた額

■ 年齢別、１人当たりの年間医療費
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